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平成３０年第１回猪苗代町議会定例会  

町長説明要旨（３ /６）  

 
本日、平成３０年第１回猪苗代町議会定例会を

招集いたしましたところ、議員の皆様には何かと

ご多用の中ご出席をいただき、ご審議をお願いで

きますことに対しまして、深く感謝を申し上げま

す。  
今議会が開催されるにあたり、平成３０年度一

般会計予算案など、重要な議案を提出いたしてお

りますので、慎重なるご審議をお願いするととも

に、議員各位のご理解とご協力をお願い申し上げ

ます。  
提出議案の説明に先立ちまして、当面する町政

の諸課題につきまして、所信の一端を申し上げた

いと存じます。  
 
（国の地方財政計画の概要について）  

初めに、国の地方財政計画の概要について申し

上げます。  
国は、本年２月に平成３０年度の地方財政計画

を公表いたしましたが、それによりますと、厳し

い地方財政の現状及び現下の経済情勢等を踏まえ、

歳出面では「子ども・子育て支援」等の社会保障
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関係費や「まち・ひと・しごと創生事業費」等を

適切に計上し、併せて公共施設等の老朽化対策を

はじめ適正管理を推進するため「公共施設等適正

管理推進事業費」の内容拡充と増額を図ることと

し、地方財政計画の規模を前年度比０．３％、  
２，７７５億円増額した８６兆８，９７３億円程

度としております。   
また、これに対して地方交付税の総額は、前年

度比マイナス２．０％、額にして３，２１３億円

減額した１６兆８５億円としており、将来を含め

た地方財政への影響は従前と変わらず、予断を許

さない状況にあります。  
併せて、東日本大震災復旧・復興分として、前

年度に引き続き震災復興特別交付税４，２２７億

円を確保し、これを充当する事業規模を  
１兆１，０７９億円と見込んでおり、これは前年

度比で１３．７％、１，７６３億円の減額となり

ます。  
一方で、全国防災事業規模は１，０３５億円で、

前年度比プラス９．４％、８９億円の増額となり

ました。  
先の復興分と併せて防災・減災事業や公共施設

の適正管理の推進、「まち・ひと・しごと創生事業」

に引き続き取り組み、地方の活性化を図ることと
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しております。  
また、これらに伴う財源不足は、  

６兆１，７８３億円程度生じるとしており、この

不足額を埋めるために、国と地方が折半して財源

不足を補てんするルールを適用し、地方負担分に

ついては臨時財政対策債３兆９，８６５億円の発

行などにより地方交付税制度の維持を図ることと

したところであります。  
地方分権一括法の施行以来、国と地方の役割分

担が明確になり、多方面での権限移譲がなされて

まいりましたが、肝心な財源の移譲についてはま

だまだ国の主導に委ねられているのが現状であり、

全国町村会などの組織を通じて引き続き強く国に

働きかけるなど、真の意味での地方分権を確立す

ることが何よりも重要であると痛感しているとこ

ろであります。  
いずれにしましても、地方自治体の財源不足の

解消は容易なことではなく、今後も厳しい財政運

営が続くものと想定されますが、本町におきまし

ても統合中学校整備事業という大規模事業を見据

えて、人件費の抑制や補助金の適正化等をはじめ

とする徹底した経費削減などにより、これまで以

上に厳格な行財政改革を推し進めるとともに、国

及び県の補助事業、交付金事業や財団法人等の助
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成事業等を率先して活用するなど、財政負担の軽

減に一層の努力を傾注する覚悟であります。  
 
（平成３０年度一般会計予算の概要について）  

次に、平成３０年度一般会計予算の概要につい

て申し上げます。  
先に、国の地方財政計画の概要にありましたと

おり、全国的に厳しい地方財政状況にある中で、

本町の平成３０年度一般会計予算の総額は７５億

８，５００万円となり、前年度と比較してマイナ

ス２．８％、２億１，５００万円の減額となりま

した。  
まず歳入について申し上げますと、町税におい

ては若干の減額となりましたが、これは町民税の

個人分及び消費量の減少が続くたばこ税の減額に

よるものであり、これらの結果、町税全体では対

前年度比１．４％減の約１７億７，０００万円を

計上しております。  
自 主 財 源 の 根 幹 で あ る 税 の 確 保 に つ い て は な

お厳しい状況にありますが、引き続き徴収率向上

への努力により負担の公平性を担保してまいりま

す。  
地方交付税につきましては、国の地方財政計画

等により、出口ベースでの削減率は２．０％では
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あったものの、国が見込む「前年度比で地方税収

入０．９％増」が全国の末端町村まで及ぶとは考

えられず、これまでの交付実績等も勘案して、前

年度当初予算と比較して０．３％減の約２８億  
３，１００万円を計上したところであります。  

なお、一般財源総額の確保は、人口減少や景気

の先行き感によって左右されることもあり、予断

を許さない厳しい状況には変わりなく、財政調整

基金を始めとした各種基金を有効に活用し、財源

確保に努めたところであります。  
なお町債については、引き続き後年度に交付税

措置のある過疎対策事業債、緊急防災・減災事業

債、臨時財政対策債を活用し、合計で約６億  
２，０００万円を発行することといたしました。  

これは前年度比で１２．２％、金額にして  
８，５９０万円の減額計上となっております。  

今 年 度 も 引 き 続 き 財 政 健 全 化 計 画 の 原 則 に 立

ち返り、予算総額の１０％以下、かつ元金償還額

以内の起債に抑えたものであります。  
これにより、平成３０年度末における町債の現

在額は、前年度比で約３億２，６００万円減の約

８８億６，５００万円となる見込みであります。  
今後とも引き続き、安定した財政基盤を確保す

るため、可能な限り起債額を削減する努力を続け
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てまいる所存であります。  
一方、歳出におきましては、引き続き公共工事

に係る設計労務単価の引き上げが今月から実施さ

れるとともに、少子高齢化に伴う義務的経費の増

加などが見込まれることから、内部管理経費の節

減をはじめ、事務事業の効率的な執行に努め、臨

時的経費につきましても事業の効果と緊急性を最

重点に選別を行うことにより、事業費の圧縮を図

ったところであります。  
続きまして、策定後２年目となる第七次猪苗代

町振興計画にのっとり、予算に反映させた次年度

の主な事業の内容について申し上げます。  
第七次猪苗代町振興計画では、まちづくりの基

本理念を「ともに地域を育て、みんなが心地よく

暮らせるまち  猪苗代」と定め、５つの基本目標

を掲げてまちづくりを進めておりますが、まず第

１は、「安全・安心を肌で感じる。」であり、２７

年度から増額した出産手当は、一人目から支給し

ておりますが、３９０万円を計上して子育て世帯

の負担軽減を進めてまいります。  
また、「町内の待機児童ゼロ」を確保するため

特定地域型保育事業者と連携しながら、子ども子

育て支援給付事業にも約４，０００万円を計上し、

子育て支援サービスの充実を図ることとしており
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ます。また、中ノ沢保育所及び２箇所のこども園

の運営経費も含めて、約２億３００万円を計上し

ております。  
第２は、「豊かな自然を活かしきる。」であり、

一昨年１１月にオープンした道の駅猪苗代を農業

や観光、防災やまちづくりを推進する人材育成の

拠点とし、ヘリポートを備えた多機能型道の駅を

活かしたまちづくりを推進するため、道の駅管理

事業費として６，０００万円、また「体験・交流・

学習」、をテーマにした誘客と自然環境保全を推進

するため、緑の村合併処理浄化槽整備事業費を計

上しております。  
第３の「いつまでも猪苗代に暮らす。」では、

移住・定住支援の充実において、現在５名の地域

おこし協力隊が活動しておりますが、さらに２名

を委嘱すべく活動事業費として２，８００万円、

多様な世代にとっての憩いの場となる都市公園整

備事業として１，２００万円、公営住宅の長寿命

化事業に３，２００万円などにより、本町で暮ら

す人や交流人口の増加を目指してまいります。  
第４の「人をつくる。そして、まちをつくる。」

では、地域を担う人材の育成に欠かせない教育の

充実としまして、平成３４年度開校を目標にした

統合中学校整備事業費として５ ,４００万円、更に
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小中学校での特別支援を専門とするアドバイザー

配置経費などを計上し、「生きる力」、「確かな学力」、

「健やかな体」をはぐくむ教育活動を推進してま

いります。  
そして第５の「協働により、みらいをひらく。」

では、公共施設等総合管理計画に基づき、小中学

校長寿命化計画策定経費や長寿命化による財政負

担の軽減と平準化を図ることとしております。  
また、情報の公開と広報・周知活動により、町

民全員がまちづくりに参加でき、一人一人の思い

や行動が町政に反映される「町民との協働による

まちづくり」を推進してまいります。  
以上、主な事業について申し上げましたが、平

成３０年度も引き続き厳しい財政状況ではありま

すが、重点事業を積極的に推進し、町民福祉の向

上に寄与してまいりたいと考えております。  
さらには、これまで実施してまいりました福祉

対策、産業振興対策、雇用創出対策及び教育文化

対策など、住民生活に密着し、かつ地域活力の増

進につながる施策についても引き続き充実を図る

よう、予算を調製したところでありますので、議

員各位のご理解・ご支援をお願いするものであり

ます。  
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（農業情勢について）  

次に本町の農業情勢について申し上げます。  
まず、平成２９年産米の価格の状況ですが、農

林水産省が公 表している米 の 相対
あ い た い

取引価格の速

報では、民間在庫量が昨年同期と比較し減少して

いることもあり、全国的に２８年産より高い価格

で取引されており、特に本町の主要品種である「ひ

とめぼれ」「天のつぶ」の福島県産の価格は、昨年

に続き全国平均を上回るアップ率となっていると

ころであります。  
さて、平成３０年産米からは国からの生産数量

目標の配分がなくなり、代わって福島県から提示

される強制力の無い目安の数値を参考に作付けす

ることになります。  
全 国 ベ ー ス で 主 食 用 米 の 需 要 が 毎 年 ８ 万 ト ン

ずつ減少する中で、平成３０年産の本町の主食用

米作付面積の目安については、２９年産目標面積

と比較し約１１ ha 減の１，５７９ ha と県から提

示されました。  
これは本町の水田面積の約５９．１％となって

おり、米を主力作物とする本町農業にとって、厳

しい数値であると認識しております。  
本町は、これまでも米価の安定を図るためには
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需給調整は必要として、生産者のご理解とご協力

をいただき生産調整を実施してまいりました。  
そのため、本町産米の需要拡大を目指しながら

も、３０年産につきましては安定した稲作経営を

持続させるため、従来から取組んで来た「そば」

「大豆」「園芸作物」などの実転作や「備蓄米」「飼

料用米」などの非主食用米の生産を奨励し、県か

ら提示のあった目安を目標として、生産者の方々

へ引続き生産調整をお願いしたところであります。 
経 営 所 得 安 定 対 策 な ど 国 の 支 援 策 を 活 用 し な

がら、水田の有効活用と地域農産物の生産振興を

図るとともに、ブランド力を高め販路拡大と売れ

る農産物の生産並びに付加価値を付けた加工、販

売による農業所得向上を目指し、本町農業振興を

図ってまいる所存であります。  
 
（経済・雇用情勢について）  

次に、経済・雇用情勢について申し上げます。 
わが国の経済状況については、内閣府が２月  

２１日に発表した月例経済報告によりますと、総

論として「景気は、緩やかに回復している」とし

ており、県内の経済情勢についても、財務省東北

財務局福島財務事務所の県内経済情勢報告では、

「県内経済は、回復しつつある」と総括判断をし
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ております。  
また、先行きについては、「各種政策の効果な

どを背景に景気が回復していくことが期待される

ものの、海外経済の不確実性などによる影響に注

意する必要がある。」としております。  
本町の経済指標のひとつとなる、昨年１月から

１２月までの年間観光入込客数は、道の駅を除く

と約１６５万１，０００人で、前年比較ではマイ

ナス１万２，０００人、０．７ポイントの減少と

なり、震災前の平成２２年と比較すると約８割程

度となっております。  
減少した要因としては、８月の天候不順と１０

月の秋雨や台風の影響により、猪苗代湖や三城潟

地区などの主要観光地の入込みが減少し、温泉施

設の宿泊にも少なからず影響したものと捉えてお

ります。  
このようななか、厚生労働省福島労働局の情報

によりますと、県内の今年３月卒業予定の高校生

の就職内定率は１月末現在で９７．１％となって

おります。  
就職内定者４，４７７人のうち、県内ハローワ

ーク受理求人への就職内定者は３，３５３人、県

内比率は約７４．９％で、前年同期と比較し  
１．２ポイント減少しております。  
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また、ハローワーク会津若松の２月月例報告で

は、１２月の有効求人倍率は、県内が１．４７倍、

会津若松管内は有効求人数が５，１６４人、有効

求職者数が３，８２６人で、有効求人倍率は  
１．３５倍となり、前年同月の１．２６倍と比較

すると０．０９ポイント増加しております。  
町では、無料職業紹介所における相談窓口の充

実とハローワークからの情報提供を定期的に行う

とともに、町商工会とも連携し、新規学卒者等就

職支援奨励金制度を町内企業に周知し求職者や若

者の雇用拡大に努めてまいります。  
 

（商工業振興対策について）  

次に、商工業振興対策について申し上げます。 
町では、新規創業希望者の支援を目的に平成  

２８年５月に創業支援事業計画の認定を受け、昨

年１０月から猪苗代町商工会との共催により、い

なわしろ創業塾を開催いたしました。  
創業塾には１７名の申込みがあり、全講義に出

席した８名に修了証が交付され、うち１名の方は

来月から町内でカフェを開業する予定となってお

り、観光地の賑わいに寄与するものと期待を寄せ

ております。  
 今後も、町内商工業事業者の振興はじめ、新規
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創業者の支援にも取り組み、町内の活性化につな

げてまいります。  
 
（観光振興対策について）  

次に、観光振興対策について申し上げます。  
冬 の 基 幹 産 業 で あ る 町 内 ス キ ー 場 の 状 況 で あ

りますが、今シーズンは降雪にも恵まれ各スキー

場とも予定通りオープンし、１１月から年末まで

の入込みは約４万５，１００人で、前年を  
２万７００人上回る好調な滑り出しとなりました。 

町では猪苗代観光協会と連携し、町内スキー場

や 宿 泊 施 設 な ど で 使 用 で き る 猪 苗 代 観 光 商 品 券

「いなチケ」を販売し誘客に努めてきたところで

すが、スキー場事業者も共通シーズン券販売など

に取り組んでおりますので、引き続き関係団体と

連携を図りながら観光振興に取り組んでまいりま

す。  
 
（風評被害対策について）  

次に、風評被害対策の進捗状況について申し上

げます。  
東 日 本 大 震 災 か ら 間 も な く ７ 年 が 経 過 し ま す

が、教育旅行やインバウンドなどの分野では未だ

風評被害の影響が根強く残っております。  
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そのため、教育旅行はじめ一般旅行者、さらに

は外国人観光客の呼び戻しを図るため、平成３０

年度も引き続き「１０万人泊事業」を実施してま

いる所存であります。  
また、商工会並びに観光協会などとも連携し、

「復興花火大会」や「猪苗代スイーツフェスタ」、

天神浜を活用した「ゴー・アウト・キャンプ」や

「オハラブレイク」などの各種イベントを開催す

ることで、本町の魅力を広く発信し、風評被害の

払拭に努めてまいります。  
 
（ 原 子 力 損 害 の 損 害 賠 償 請 求 と 支 払 い 状 況 に つ

いて）  

次に、東京電力の町内事業者に対する損害賠償

の状況について申し上げます。  
東 京 電 力 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 会 津 若 松

補償センターからの情報によりますと、本年１月

末現在の本町事業者に対する損害賠償金の支払額

は、のべ３，３１０件で、  
約１８４億３，２００万円となっております。  

町東日本大震災風評被害対策連絡会議では、毎

月町商工会で開催される会津若松補償相談センタ

ー主催の相談会について、引き続き町民の皆様に

情報を提供し、損害賠償請求漏れがないよう努め
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てまいります。  
 
（生涯学習の推進について）  

次に、生涯学習の推進について申し上げます。 
現在の猪苗代町体験交流館「学びいな」を拠点

とした文化・芸術活動につきましては、各種講座

や教室、町民ハイキングやファミリーシアターな

どを実施するとともに、文化団体との官民協働事

業として「学びいな祭り」や戊辰戦争１５０年を

記念した「歴史講演会」などを開催し、町民の皆

様とともに、本町の文化・芸術を発信していると

ころです。  
また猪苗代町図書歴史情報館「和みいな」では、

本の貸出しや学習の場の提供のみならず、ハロウ

ィンやクリスマスなど季節に合わせた行事を実施

するとともに、歴史情報室を活用した「みちのく

の木地玩具展」などの企画展を開催し、本町の歴

史と民俗の情報発信を行ったところです。  
 さらに、社会体育とスポーツの振興につきまし

ては、町総合体育館「カメリーナ」や町運動公園

等の適正な管理運営に努めながら、町民の皆様の

健康増進と競技力の向上を図るため、各種大会の

開催や各種スポーツ団体への指導や援助を実施す

るとともに、今回のピョンチャン冬季オリンピッ
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ク・パラリンピックでは、猪苗代町出身の選手の

出場があり、町を挙げて応援しているところです。 
平成３０年度につきましても、これらの生涯学

習事業を継続し、町民の皆様のご要望にお応えし

ながら、様々な学習の機会と「学びの場」を提供

して、「健康で心豊かな猪苗代町」の育成に努めて

まいる所存であります。  
 
（提出案件）  

最後に、本定例会に提出いたしました議案につ

いて申し上げます。  
提出いたしました案件は、  
専決処分の承認案件が１件、  
平成２９年度補正予算案件が１０件、  
平成３０年度当初予算案件が１３件、  
条例の一部改正案件が１４件、  
条例の制定案件が１件、  
指定管理者の指定に係る案件が５件、  
そして、町道路線の変更案件が１件の  

計４５件であります。  
各議案の細部につきましては、それぞれ所管す

る担当課長に説明いたさせますので、慎重にご審

議のうえ、速やかなご議決を賜りますよう、お願

い申し上げます。  
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どうぞ、よろしくお願いいたします。  
 


